
世界をまわす、未来をまわす

酒造り一筋三百余年

株式会社カシフジ
代表者／取締役社長　樫藤  達郎
住　所／南区上鳥羽鴨田町28
TEL／ 075-691-9171
事業内容／産業工作機械製造・販売

職人の技を尊び、真摯な姿勢でものづくりに取り組まれる両社に大変
感銘を受けました。技術の伝承と革新の連続による知恵の蓄積と、しっ
かりと取り組まれている人材育成によって新しい価値が生まれ、次代へ
継承されている知恵ビジネスの好例でした。

樫藤社長に工場をご案内ただきました

株式会社北川本家
代表者／代表取締役　北川  幸宏
住　所／伏見区村上町370-6
TEL／ 075-611-1271
事業内容／酒類製造業

北川社長（右）、杜氏の田島さんに酒蔵をご案内いただきました

会頭のひとこと

成
長
著
し
い
ア
ジ
ア
諸
国
を
は
じ
め
、海
外
の
顧
客
開
拓
に
挑
戦
す
る
京
都
企
業
を
訪
問
し
ま
し
た
。顧
客
の

要
望
に
応
え
海
外
展
開
を
始
め
ら
れ
た
両
社
は
、と
も
に
先
人
か
ら
受
け
継
い
だ
商
い
の
心
を
し
っ
か
り
と
守

り
繋
ぐ
、も
の
づ
く
り
企
業
で
す
。

お
じ
ゃ
ま
し
ま
す
46

会
頭
立
石
の

と
み
お
う

　㈱
カ
シ
フ
ジ
は
、
大
正
2
年
創
業

の
産
業
工
作
機
械
メ
ー
カ
ー
で
す
。
主

力
製
品
の
「
ホ
ブ
盤
」
は
、
動
力
伝

達
に
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い
歯
車
を

製
造
す
る
機
械
で
、
自
動
車
や
産
業

機
械
、
重
機
メ
ー
カ
ー
で
使
用
さ
れ

る
な
ど
、
も
の
づ
く
り
企
業
を
縁
の
下

で
支
え
て
い
ま
す
。

　樫
藤
社
長
は
「
当
社
の
機
械
は
納

入
先
で
数
時
間
フ
ル
稼
働
す
る
こ
と

も
あ
り
ま
す
。
大
半
の
部
品
を
自
社

製
造
し
、
徹
底
し
た
品
質
管
理
に
よ
っ

て
精
度
や
耐
久
性
を
追
求
し
て
い
ま

す
」
と
お
っ
し
ゃ
い
ま
す
。
オ
ー
ダ
メ

イ
ド
生
産
が
多
く
、
充
実
し
た
サ
ポ
ー

ト
体
制
で
顧
客
満
足
度
の
向
上
に
取

り
組
み
、
リ
ピ
ー
ト
受
注
に
つ
な
が
っ

て
い
ま
す
。

　多
く
の
老
舗
企
業
と
同
様
に
、
規

模
の
追
求
よ
り
も
、
経
営
者
の
目
が

届
く
範
囲
の
商
い
に
こ
だ
わ
り
、
実
直

に
も
の
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
お
ら
れ

ま
す
。「
国
内
市
場
は
成
熟
化
し
て
い

ま
す
が
、
急
速
に
発
展
す
る
ア
ジ
ア
諸

国
、
中
で
も
中
国
で
の
需
要
が
伸
び
て

お
り
海
外
比
率
が
年
々
高
ま
っ
て
い
ま

す
」
と
樫
藤
社
長
。
海
外
で
も
顧
客

の
要
望
一
つ
ひ
と
つ
に
丁
寧
に
対
応
し
、

国
内
と
変
わ
ら
ぬ
ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス

で
市
場
を
拡
大
し
、″
京
都
の
も
の
づ

く
り
〞
や″
お
も
て
な
し
〞
気
質
を
世

界
へ
広
め
て
お
ら
れ
ま
す
。

　㈱
北
川
本
家
の
創
業
は
明
暦
3
年

（
1
6
5
7
年
）、
伏
見
で
最
も
古
い
酒
蔵

の
一
つ
で
、江
戸
時
代
初
期
に
船
宿
「
鮒

屋
」
を
営
ん
で
い
た
初
代
が
お
客
様
に

出
す
酒
を
造
り
始
め
た
の
が
起
源
で
す
。

　酒
銘
「
富
翁
」
は
10
代
目
が
四
書
五

経
に
あ
る
表
現
か
ら
命
銘
。「
飲
む
人

の
心
ま
で
豊
か
に
な
る
よ
う
な
酒
を
造

り
た
い
と
い
う
思
い
が
込
め
ら
れ
て
い
ま

す
」
と
北
川
社
長
は
語
り
ま
す
。

　酒
造
り
を
統
括
す
る
杜
氏
は
、
農
村

や
漁
村
か
ら
の
出
稼
ぎ
が
一
般
的
で
、

同
社
に
お
い
て
も
代
々
福
井
県
か
ら
招

き
入
れ
て
い
た
そ
う
で
す
。
し
か
し
な
が

ら
高
齢
化
や
後
継
者
難
で
技
術
の
承
継

が
危
ぶ
ま
れ
た
た
め
、
同
社
で
は
30
年

前
頃
よ
り
社
員
皆
で
酒
造
り
に
取
り
組

む
体
制
を
ス
タ
ー
ト
、
以
来
、
試
行
錯

誤
を
繰
り
返
し
な
が
ら
技
と
知
恵
の
蓄

積
・
継
承
に
努
め
て
お
ら
れ
ま
す
。

　「酒
造
り
は
、『
麹
』と『
酵
母
』と
い
う

生
き
物
と
の
真
剣
勝
負
で
す
。
機
械
化

し
数
値
管
理
を
徹
底
し
て
も
計
測
の
変

化
は
結
果
で
あ
り
、
職
人
の
肌
感
覚
に

は
遠
く
及
び
ま
せ
ん
。
長
年
の
経
験
に

培
わ
れ
た
技
と
研
ぎ
澄
ま
さ
れ
た
感
覚

こ
そ
が〝
生
き
物
〞を
扱
う
知
恵
な
の
で

す
」と
杜
氏
の
責
務
の
重
さ
を
伺
い
ま
し

た
。
近
年
は
、海
外
で
も
日
本
酒
へ
の
関

心
が
高
ま
り
、輸
出
量・金
額
と
も
に
過

去
最
高
水
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。
北
川

社
長
は
、国
内
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要
と

と
も
に
、市
場
の
拡
が
り
を
し
っ
か
り
と

捉
え
て
い
き
た
い
と
結
ば
れ
ま
し
た
。

タ
イ
ラ
ン
ド
4.0
と
タ
イ
に
お
け
る

ビ
ジ
ネ
ス
展
開
に
つ
い
て

タ
イ
経
済
関
連
機
関
フ
ァ
ム
ト
リ
ッ
プ

特

　集

　タ
イ
で
は
、
新
た
な
国
家
戦
略
「
タ
イ
ラ
ン

ド
4
・
0
」
を
発
表
し
、
安
価
な
労
働
力
や

企
業
誘
致
な
ど
を
背
景
に
発
展
し
た
中
所
得

国
か
ら
、
産
業
構
造
の
高
度
化
や
技
術
革
新

を
通
じ
て
、
安
定
・
繁
栄
・
持
続
可
能
な
高

所
得
国
へ
の
仲
間
入
り
を
目
指
し
た
取
組
み
に

力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

　タ
イ
は
京
都
企
業
の
海
外
進
出
先
と
し
て

も
、
中
国
、
ア
メ
リ
カ
に
次
い
で
3
番
目
に
多

く
、
自
動
車
産
業
を
中
心
と
す
る
生
産
拠
点

と
し
て
集
積
が
進
め
ら
れ
て
き
た
一
方
、
現
在

は
ア
ジ
ア
域
内
を
カ
バ
ー
す
る
営
業
拠
点
、
効

率
的
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
す
る

A
S
E
A
N
の
ハ
ブ
と
し
て
の
役
割
を
担
う

存
在
に
転
換
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

　こ
の
度
、
タ
イ
王
国
大
阪
総
領
事
館
に
よ

り
実
施
さ
れ
た
フ
ァ
ム
ト
リ
ッ
プ（
4
月
24
日

〜
27
日
）に
参
加
し
、
同
国
の
最
新
の
投
資
促

進
政
策
、
人
材
開
発
、
大
型
イ
ン
フ
ラ
開
発

計
画
の
現
状
お
よ
び
現
地
企
業
の
視
察
を
行

い
ま
し
た
の
で
、
概
要
を
ご
紹
介
い
た
し
ま
す
。

2017
.
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面　積
人　口
宗　教
言　語
通　貨
1人当たりGDP
経済成長率

51万㎢（日本の約1.4倍）　　
6,676万人（日本の約半分）
仏教（95%）、イスラム教、キリスト教
タイ語
バーツ（約3.2円/バーツ）
0.62万米ドル（68万円）
3.2%

【タイ王国 概況】

The Kingdom of Thailand

Kyoto to Bangkok
about 5.5 hours flight time

京 Business Review 2017. 7-87



特
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最終検査の様子。緻密な作業で、女性社員の活躍
が目立つ

ア
マ
タ
・ナ
コ
ー
ン
工
業
団
地
視
察

　
東
部
の
チ
ョ
ン
ブ
リ
ー
県
に
あ
る
ア
マ
タ
・

ナ
コ
ー
ン
工
業
団
地
は
工
業
団
地
開
発
・
運

営
会
社
の
A
M
A
T
A
グ
ル
ー
プ
が

1
9
8
9
年
に
設
立
、
総
面
積
1
2
0
0
万

坪
の
敷
地
に
7
0
0
社
を
超
え
る
企
業
が
立

地
し
て
い
る
。
約
70
%
を
日
系
企
業
が
占
め
、

大
半
の
企
業
が
自
動
車
産
業
と
の
関
わ
り
を

持
っ
て
い
る
。

　
約
18
万
人
が
就
労
す
る
こ
の
工
業
団
地
は

フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
が
充
実
し
て
い
る
の
も
特
徴
で
、

日
本
食
レ
ス
ト
ラ
ン
や
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン

タ
ー
、
病
院
、
ゴ
ル
フ
場
な
ど
幅
広
い
施
設

が
完
備
さ
れ
労
働
者
に
非
常
に
便
利
。
現
在
、

駐
在
員
向
け
の
ホ
テ
ル
も
建
設
中
と
の
こ
と
。

レ
ム
チ
ャ
バ
ン
深
海
港
や
、
自
動
車
関
連
企
業

が
多
く
進
出
す
る
イ
ー
ス
タ
ン
シ
ー
ボ
ー
ド

地
域
へ
も
近
い
こ
と
か
ら
、
こ
れ
か
ら
新
規

顧
客
開
拓
を
見
据
え
て
進
出
す
る
企
業
に

と
っ
て
は
、
魅
力
的
な
エ
リ
ア
で
あ
る
。

　
ま
た
、
同
工
業
団
地
に
進
出
す
る
㈱
阪
口

製
作
所
（
本
社
・
京
都
市
伏
見
区
）
の
現
地

法
人
「
K
P
N 

S
A
K
A
G
U
C
H
I
」
を

訪
問
。
自
動
車
用
安
全
部
品
及
び
金
属
部
品

の
プ
レ
ス
加
工
・
ア
セ
ン
ブ
リ
ー
を
手
掛
け
る

同
社
は
20
年
前
に
取
引
先
と
と
も
に
タ
イ
に

進
出
し
、
現
在
は
3
8
0
名
の
従
業
員
を
雇

用
す
る
ま
で
成
長
し
て
い
る
。
離
職
率
の
高
さ

に
悩
ま
さ
れ
る
日
系
企
業
が
多
い
中
、
同
社
の

前
田
代
表
か
ら
は
、
給
料
な
ど
の
処
遇
だ
け
で

は
な
く
、
5
S
運
動
や
社
内
運
動
会
、
社
員

旅
行
と
い
っ
た
会
社
へ
の
帰
属
意
識
を
高
め
る

地
道
な
取
組
み
が
人
材
の
定
着
率
向
上
に

必
要
不
可
欠
と
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
い
た
だ
い
た
。

4/27

AMATAグループの筒井マネージャーよりレク
チャー

泰
日
工
業
大
学（
T
N
I
）視
察

　
T
N
I
は
タ
イ
の
産
業
発
展
の
た
め
に
優

秀
な
技
術
者
、
中
核
産
業
人
材
を
育
成
す
る

目
的
で
2
0
0
7
年
に
開
学
。
日
本
の
も
の

づ
く
り
に
基
づ
い
て
、
技
能
や
知
識
を
学
生
に

伝
授
し
て
い
る
。
T
N
I
で
行
わ
れ
る
も
の
づ

く
り
教
育
は
、
日
本
の
製
造
業
が
必
要
と
す

る
日
本
的
生
産
管
理
技
術
、
さ
ら
に
は
こ
れ

ら
の
基
礎
と
な
る
日
本
企
業
文
化
を
学
ぶ
機

会
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
盛
り
込
む
こ
と
で
現
地

日
系
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
産
業
人
材
を

育
成
し
て
い
る
。
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
力
を

入
れ
て
い
る
の
も
本
大
学
の
特
徴
。
2
〜
4

カ
月
に
わ
た
り
、
日
本
企
業
の
実
際
の
も
の
づ

く
り
、
企
業
文
化
、
日
本
文
化
を
学
び
、
日

本
フ
ァ
ン
に
な
る
学
生
が
多
く
、
そ
の
ま
ま
就

職
に
つ
な
が
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
と
の
こ
と
。

　
卒
業
生
の
60
〜
70
%
が
日
系
企
業
に
就
職

し
て
お
り
、
語
学
の
秀
で
た
学
生
は
卒
業
後
す

ぐ
に
日
本
人
と
の
応
対
や
日
本
人
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
と
し
て
即
戦
力
で
活
躍
、
上
司
と
近

隣
諸
国
に
出
張
し
、
事
前
開
発
交
渉
を
担
当

す
る
事
例
も
。
現
地
進
出
日
系
企
業
の
人
材

確
保
に
も
大
き
な
力
と
な
っ
て
い
る
。
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工学部で学ぶ学生。将来は日系企業に就職し、ゆく
ゆくは会社を起業したいと目標を語る

タ
イ
ラ
ン
ド・サ
イ
エ
ン
ス
パー
ク（
T
S
P
）視
察

　
バ
ン
コ
ク
北
の
パ
ト
ゥ
ン
タ
ニ
ー
県
に
位
置

す
る
T
S
P
は
研
究
開
発
の
完
全
統
合
ハ
ブ

と
し
て
、
タ
イ
国
立
科
学
技
術
開
発
庁

（
N
S
T
D
A
）
が
70
億
バ
ー
ツ
を
投
資
し
て

2
0
0
2
年
に
設
立
。
広
さ
14
万
平
方
メ
ー

ト
ル
に
及
ぶ
パ
ー
ク
内
に
は
N
S
T
D
A
を
は

じ
め
、
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
、
金
属
材

料
技
術
、
電
子
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
技
術
、

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
４
つ
の
国
立
研
究
所
と

70
社
の
民
間
企
業
が
入
居
し
て
お
り
、
総
勢

2
0
0
0
名
を
超
え
る
多
様
な
研
究
者
を
有

し
て
い
る
。
A
〜
D
棟
の
4
棟
が
あ
り
、
D

棟
は
全
て
民
間
企
業
に
賃
貸
、
技
術
セ
ン
タ
ー

や
R
＆
D
拠
点
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
。
日

本
か
ら
は
㈱
島
津
製
作
所
や
ポ
リ
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
ス
㈱
な
ど
が
進
出
し
て
お
り
、
入
居
企
業

は
T
S
P
の
支
援
や
大
学
と
の
共
同
研
究
の

ほ
か
、
タ
イ
投
資
委
員
会
（
B
O
I
）
や
国

税
局
か
ら
の
恩
典
が
付
与
さ
れ
る
。

タ
イ
投
資
委
員
会（
B
O
I
）に
よ
る「
タ
イ
ラ
ン
ド
4.0
」に
関
す
る
ブ
リ
ー
フィン
グ

　「
タ
イ
ラ
ン
ド
4
・
0
」
と
は
、
農
業

（
1
・
0
）、
軽
工
業
（
2
・
0
）、
先
端
産
業

（
3
・
0
）
の
三
段
階
を
経
て
成
長
し
て
き
た

現
在
の
状
態
か
ら
、
国
を
様
々
な
経
済
チ
ャ
レ

ン
ジ
に
立
ち
向
か
わ
せ
る
こ
と
を
目
指
し
た
新

た
な
国
家
戦
略
。
今
後
20
年
間
を
か
け
て
、

国
の
競
争
力
強
化
な
ら
び
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
、
技
術
移
転
・
継
承
、
人
材
開
発
、
産

学
連
携
な
ど
に
よ
る
持
続
可
能
な
成
長
を
目

指
す
取
組
み
で
あ
る
。
ベ
ー
ス
と
な
る
10
分
野

（
次
世
代
自
動
車
、
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
、
医
療
な

ど
）
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
産
業
を
指
定
し
、
こ
の
分

野
に
関
連
す
る
高
い
技
術
を
持
っ
た
海
外
の
民

間
企
業
や
研
究
開
発
（
Ｒ
＆
Ｄ
）
機
関
が
タ

イ
へ
進
出
し
や
す
い
よ
う
、
様
々
な
投
資
奨
励

策
（
表
参
照
）
の
充
実
化
を
進
め
て
い
る
。

　
今
年
1
月
か
ら
開
始
さ
れ
た
投
資
奨
励
法

改
訂
版
は
、
高
度
な
技
術
や
技
術
革
新
を
利

用
す
る
事
業
、
研
究
開
発
事
業
に
対
し
て
、

法
人
所
得
税
を
9
年
〜
13
年
間
免
除
す
る
。

さ
ら
に
、
も
う
一つ
の
特
定
産
業
競
争
力
強
化

法
で
は
、
こ
れ
ま
で
タ
イ
に
投
資
さ
れ
て
い
な

い
イ
ン
パ
ク
ト
の
大
き
い
高
度
な
事
業
に
対
し

て
、
法
人
所
得
税
を
最
長
15
年
間
免
除
す
る

こ
と
を
決
定
。
タ
イ
に
対
す
る
投
資
額
が
ト
ッ

プ
の
日
本
に
は
、
自
動
車
関
連
企
業
の
投
資

は
も
ち
ろ
ん
、
医
療
器
具
機
器
、
環
境
産
業
、

先
端
マ
テ
リ
ア
ル
と
い
っ
た
成
長
産
業
の
進
出

が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

4/25

ボンゴット・アヌローツ上級顧問よりレクチャー

タ
イ
ラ
ン
ド
4.0
と
タ
イ
に
お
け
る
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
に
つ
い
て

タ
イ
経
済
関
連
機
関
フ
ァ
ム
ト
リ
ッ
プ投資奨励策による主要な恩恵

ＢＯＩ
（投資奨励法）

・最長8年の法人所得税免除
・機械の輸入税免税
・輸出製品用の原材料、部品の免除
・土地所有権、外国人熟練者の導入など、Non-tax恩恵

ＢＯＩ＋
（投資奨励法改訂版）

・委員会が定める高度な技術や技術革新を利用する事業、
  研究開発事業に対する9～13年の法人所得税免除
・最長10年まで純利益から投資済金額の最高70%相当の
  投資額を差し引く

ＢＯＩ＋＋
（特定産業競争力強化法）

・国家アジェンダに応える最も重要な対象産業に対する
  15年以内の法人所得税免税
・100億バーツ基金（研究開発、イノベーションの促進、
  専門人材の育成に対する投資支援）

参加者所感参加者所感

　人件費の高騰や企業間競争の激化といった不安材料はあるものの、親日

的で礼儀正しい国民性、国を挙げての投資奨励など、ASEAN市場を攻略す

るハブ拠点として、日本企業にとって魅力的な市場であると実感しました。

特にタイ政府が誘致に力を入れるスマートエレクトロニクスやデジタル産業

は、京都企業が得意とする分野であり、今後も有力な投資先として、多くの中

小企業が進出されるのではないかと感じています。

中小企業経営支援センター
知恵産業推進室　山本 智志
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　集

最終検査の様子。緻密な作業で、女性社員の活躍
が目立つ

ア
マ
タ
・ナ
コ
ー
ン
工
業
団
地
視
察

　
東
部
の
チ
ョ
ン
ブ
リ
ー
県
に
あ
る
ア
マ
タ
・

ナ
コ
ー
ン
工
業
団
地
は
工
業
団
地
開
発
・
運

営
会
社
の
A
M
A
T
A
グ
ル
ー
プ
が

1
9
8
9
年
に
設
立
、
総
面
積
1
2
0
0
万

坪
の
敷
地
に
7
0
0
社
を
超
え
る
企
業
が
立

地
し
て
い
る
。
約
70
%
を
日
系
企
業
が
占
め
、

大
半
の
企
業
が
自
動
車
産
業
と
の
関
わ
り
を

持
っ
て
い
る
。

　
約
18
万
人
が
就
労
す
る
こ
の
工
業
団
地
は

フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
が
充
実
し
て
い
る
の
も
特
徴
で
、

日
本
食
レ
ス
ト
ラ
ン
や
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン

タ
ー
、
病
院
、
ゴ
ル
フ
場
な
ど
幅
広
い
施
設

が
完
備
さ
れ
労
働
者
に
非
常
に
便
利
。
現
在
、

駐
在
員
向
け
の
ホ
テ
ル
も
建
設
中
と
の
こ
と
。

レ
ム
チ
ャ
バ
ン
深
海
港
や
、
自
動
車
関
連
企
業

が
多
く
進
出
す
る
イ
ー
ス
タ
ン
シ
ー
ボ
ー
ド

地
域
へ
も
近
い
こ
と
か
ら
、
こ
れ
か
ら
新
規

顧
客
開
拓
を
見
据
え
て
進
出
す
る
企
業
に

と
っ
て
は
、
魅
力
的
な
エ
リ
ア
で
あ
る
。

　
ま
た
、
同
工
業
団
地
に
進
出
す
る
㈱
阪
口

製
作
所
（
本
社
・
京
都
市
伏
見
区
）
の
現
地

法
人
「
K
P
N 

S
A
K
A
G
U
C
H
I
」
を

訪
問
。
自
動
車
用
安
全
部
品
及
び
金
属
部
品

の
プ
レ
ス
加
工
・
ア
セ
ン
ブ
リ
ー
を
手
掛
け
る

同
社
は
20
年
前
に
取
引
先
と
と
も
に
タ
イ
に

進
出
し
、
現
在
は
3
8
0
名
の
従
業
員
を
雇

用
す
る
ま
で
成
長
し
て
い
る
。
離
職
率
の
高
さ

に
悩
ま
さ
れ
る
日
系
企
業
が
多
い
中
、
同
社
の

前
田
代
表
か
ら
は
、
給
料
な
ど
の
処
遇
だ
け
で

は
な
く
、
5
S
運
動
や
社
内
運
動
会
、
社
員

旅
行
と
い
っ
た
会
社
へ
の
帰
属
意
識
を
高
め
る

地
道
な
取
組
み
が
人
材
の
定
着
率
向
上
に

必
要
不
可
欠
と
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
い
た
だ
い
た
。

4/27

AMATAグループの筒井マネージャーよりレク
チャー

泰
日
工
業
大
学（
T
N
I
）視
察

　
T
N
I
は
タ
イ
の
産
業
発
展
の
た
め
に
優

秀
な
技
術
者
、
中
核
産
業
人
材
を
育
成
す
る

目
的
で
2
0
0
7
年
に
開
学
。
日
本
の
も
の

づ
く
り
に
基
づ
い
て
、
技
能
や
知
識
を
学
生
に

伝
授
し
て
い
る
。
T
N
I
で
行
わ
れ
る
も
の
づ

く
り
教
育
は
、
日
本
の
製
造
業
が
必
要
と
す

る
日
本
的
生
産
管
理
技
術
、
さ
ら
に
は
こ
れ

ら
の
基
礎
と
な
る
日
本
企
業
文
化
を
学
ぶ
機

会
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
盛
り
込
む
こ
と
で
現
地

日
系
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
産
業
人
材
を

育
成
し
て
い
る
。
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
力
を

入
れ
て
い
る
の
も
本
大
学
の
特
徴
。
2
〜
4

カ
月
に
わ
た
り
、
日
本
企
業
の
実
際
の
も
の
づ

く
り
、
企
業
文
化
、
日
本
文
化
を
学
び
、
日

本
フ
ァ
ン
に
な
る
学
生
が
多
く
、
そ
の
ま
ま
就

職
に
つ
な
が
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
と
の
こ
と
。

　
卒
業
生
の
60
〜
70
%
が
日
系
企
業
に
就
職

し
て
お
り
、
語
学
の
秀
で
た
学
生
は
卒
業
後
す

ぐ
に
日
本
人
と
の
応
対
や
日
本
人
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
と
し
て
即
戦
力
で
活
躍
、
上
司
と
近

隣
諸
国
に
出
張
し
、
事
前
開
発
交
渉
を
担
当

す
る
事
例
も
。
現
地
進
出
日
系
企
業
の
人
材

確
保
に
も
大
き
な
力
と
な
っ
て
い
る
。
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工学部で学ぶ学生。将来は日系企業に就職し、ゆく
ゆくは会社を起業したいと目標を語る

タ
イ
ラ
ン
ド・サ
イ
エ
ン
ス
パー
ク（
T
S
P
）視
察

　
バ
ン
コ
ク
北
の
パ
ト
ゥ
ン
タ
ニ
ー
県
に
位
置

す
る
T
S
P
は
研
究
開
発
の
完
全
統
合
ハ
ブ

と
し
て
、
タ
イ
国
立
科
学
技
術
開
発
庁

（
N
S
T
D
A
）
が
70
億
バ
ー
ツ
を
投
資
し
て

2
0
0
2
年
に
設
立
。
広
さ
14
万
平
方
メ
ー

ト
ル
に
及
ぶ
パ
ー
ク
内
に
は
N
S
T
D
A
を
は

じ
め
、
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
、
金
属
材

料
技
術
、
電
子
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
技
術
、

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
４
つ
の
国
立
研
究
所
と

70
社
の
民
間
企
業
が
入
居
し
て
お
り
、
総
勢

2
0
0
0
名
を
超
え
る
多
様
な
研
究
者
を
有

し
て
い
る
。
A
〜
D
棟
の
4
棟
が
あ
り
、
D

棟
は
全
て
民
間
企
業
に
賃
貸
、
技
術
セ
ン
タ
ー

や
R
＆
D
拠
点
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
。
日

本
か
ら
は
㈱
島
津
製
作
所
や
ポ
リ
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
ス
㈱
な
ど
が
進
出
し
て
お
り
、
入
居
企
業

は
T
S
P
の
支
援
や
大
学
と
の
共
同
研
究
の

ほ
か
、
タ
イ
投
資
委
員
会
（
B
O
I
）
や
国

税
局
か
ら
の
恩
典
が
付
与
さ
れ
る
。

タ
イ
投
資
委
員
会（
B
O
I
）に
よ
る「
タ
イ
ラ
ン
ド
4.0
」に
関
す
る
ブ
リ
ー
フィン
グ

　「
タ
イ
ラ
ン
ド
4
・
0
」
と
は
、
農
業

（
1
・
0
）、
軽
工
業
（
2
・
0
）、
先
端
産
業

（
3
・
0
）
の
三
段
階
を
経
て
成
長
し
て
き
た

現
在
の
状
態
か
ら
、
国
を
様
々
な
経
済
チ
ャ
レ

ン
ジ
に
立
ち
向
か
わ
せ
る
こ
と
を
目
指
し
た
新

た
な
国
家
戦
略
。
今
後
20
年
間
を
か
け
て
、

国
の
競
争
力
強
化
な
ら
び
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
、
技
術
移
転
・
継
承
、
人
材
開
発
、
産

学
連
携
な
ど
に
よ
る
持
続
可
能
な
成
長
を
目

指
す
取
組
み
で
あ
る
。
ベ
ー
ス
と
な
る
10
分
野

（
次
世
代
自
動
車
、
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
、
医
療
な

ど
）
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
産
業
を
指
定
し
、
こ
の
分

野
に
関
連
す
る
高
い
技
術
を
持
っ
た
海
外
の
民

間
企
業
や
研
究
開
発
（
Ｒ
＆
Ｄ
）
機
関
が
タ

イ
へ
進
出
し
や
す
い
よ
う
、
様
々
な
投
資
奨
励

策
（
表
参
照
）
の
充
実
化
を
進
め
て
い
る
。

　
今
年
1
月
か
ら
開
始
さ
れ
た
投
資
奨
励
法

改
訂
版
は
、
高
度
な
技
術
や
技
術
革
新
を
利

用
す
る
事
業
、
研
究
開
発
事
業
に
対
し
て
、

法
人
所
得
税
を
9
年
〜
13
年
間
免
除
す
る
。

さ
ら
に
、
も
う
一つ
の
特
定
産
業
競
争
力
強
化

法
で
は
、
こ
れ
ま
で
タ
イ
に
投
資
さ
れ
て
い
な

い
イ
ン
パ
ク
ト
の
大
き
い
高
度
な
事
業
に
対
し

て
、
法
人
所
得
税
を
最
長
15
年
間
免
除
す
る

こ
と
を
決
定
。
タ
イ
に
対
す
る
投
資
額
が
ト
ッ

プ
の
日
本
に
は
、
自
動
車
関
連
企
業
の
投
資

は
も
ち
ろ
ん
、
医
療
器
具
機
器
、
環
境
産
業
、

先
端
マ
テ
リ
ア
ル
と
い
っ
た
成
長
産
業
の
進
出

が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
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・機械の輸入税免税
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的で礼儀正しい国民性、国を挙げての投資奨励など、ASEAN市場を攻略す

るハブ拠点として、日本企業にとって魅力的な市場であると実感しました。
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